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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第１四半期
累計期間

第40期
第１四半期連結
累計期間

第39期

会計期間
自　平成22年９月21日
至　平成22年12月20日

自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日

自　平成22年９月21日
至　平成23年９月20日

売上高 （千円） 3,381,429 4,762,567 13,065,954

経常利益 （千円） 434,288 715,532 1,031,469

四半期（当期）純利益 （千円） 263,720 343,390 537,671

四半期包括利益又は包括利

益
（千円） － 341,714 538,057

純資産額 （千円） 10,049,777 10,576,659 10,347,705

総資産額 （千円） 14,264,927 16,961,036 15,352,858

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 52.68 68.52 107.36

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 52.55 68.37 107.03

自己資本比率 （％） 70.5 62.4 67.4

　(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

      ２．第39期第３四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、第39期第１四半期累計期間は

提出会社個別の経営指標等を記載しております。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社は、ベトナムに現地法人、MAEDA KOSEN VIETNAM CO.,LTD.を設立いたしま

した。これに伴い、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（前田工繊株式会社）及び連結子会社２社によ

り構成されることとなりました。

　当第１四半期連結累計期間における各セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、次のとお

りであります。

　　

＜環境資材事業＞

　平成23年12月に設立したMAEDA KOSEN VIETNAM CO.,LTD.を環境資材事業に加えております。

　経済成長の著しい東南アジアにおけるインフラ整備の需要に対応することを目的として設立しております。

　

＜テクニカルサービス事業＞

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

　

＜その他の事業＞

不織布事業

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による供給不足を克服し、製造業を中心に順調に

回復しつつあるものの、欧州の政府債務危機などによる海外経済の減速や円高進行による輸出産業の低迷のほか、

原子力災害の影響や電力供給の制約により、企業を取り巻く環境は依然として不透明な状況を呈しております。

　このような状況のなか、当社グループの主事業である環境資材事業におきましては、震災直後に設置した災害対策

本部を中心に、東北・北関東地区の営業拠点を強化し、河川護岸材等の環境保護・防災工事関連製品を中心に好調

に推移しました。また、昨年４月に100％子会社化した北原電牧株式会社との連携強化を図った結果、鳥獣害対策製

品等についても好調に推移しております。

　テクニカルサービス事業につきましては、タイ洪水の影響のほか、競合する海外品の増加や価格競争による販売単

価の低下により主力製品のワイピングクロスの売上が低迷するなど、厳しい事業環境で推移しました。

　その他の事業では、タイ洪水の影響による自動車関連資材の一時的な落ち込みも回復し、従来から進めていた新製

品の開発、新規案件の発掘の効果が見られ、業績は順調に推移いたしました。

　

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,762百万円となりました。利益面におきましては、営業利益は

706百万円、経常利益は715百万円となりました。なお、四半期純利益は、法人税率変更に伴う繰延税金資産・負債の

取り崩しにより法人税等調整額が43百万円増加し、法人税等合計が372百万円となったことから、343百万円となり

ました。　

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

（環境資材事業）

　環境資材事業では、厳しい経営環境が続くなかにあっても、新たな「安心・安全」、「防災・減災」、「補修・補

強」、「自然環境」のニーズに応える当社グループの製品は市場から一定の評価を受けております。特に災害復旧

関連製品のほか、子会社である北原電牧株式会社の取り扱う鳥獣害対策製品等が好調でありました。この結果、売上

高は4,379百万円、営業利益は773百万円となりました。

　

（テクニカルサービス事業）

　テクニカルサービス事業では、厳しい事業環境のなか、新規取引先の開拓及びコスト削減等の効率化を進めた結

果、売上高は169百万円、営業利益は34百万円となりました。

　

（その他の事業）

　その他の事業では、新規取引先の開拓のほか、コストダウン効果により、売上高は212百万円、営業利益は30百万円

となりました。

　

（注）前第１四半期累計期間は四半期財務諸表を作成していたため、前年同四半期との比較・分析は行っておりま

せん。
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(2) 財政状態の分析　

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,608百万円増加し16,961百万円とな

りました。これは主に、受取手形及び売掛金が1,668百万円増加したことによるものであります。

　

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,379百万円増加し6,384百万円とな

りました。これは主に、支払手形及び買掛金が468百万円、短期借入金が900百万円それぞれ増加したことによるもの

であります。

　

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ228百万円増加し10,576百万円とな

りました。これは主に、利益剰余金が230百万円増加したことによるものであります。　

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動　

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,345千円であります。　

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,500,000

計 15,500,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成23年12月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月３日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,011,760 5,011,760
東京証券取引所

（市場第二部）

１単元の株式

数は100株であ

ります。

計 5,011,760 5,011,760 － －

　(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年９月21日～

平成23年12月20日
－ 5,011,760 － 1,035,567 － 995,195

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年12月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　100 －
１単元の株式数は

100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,010,800 50,108
１単元の株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式　　　　860 － －

発行済株式総数 5,011,760 － －

総株主の議決権 － 50,108 －

 

②【自己株式等】

 平成23年12月20日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

前田工繊株式会社
福井県坂井市春江町

沖布目第38号３番地
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣令

第64号。）に基づいて作成しております。

　なお、当社は前第３四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、四半期連結損益計算書及び

四半期連結包括利益計算書に係る比較情報は記載しておりません。

　　 　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年９月21日から

平成23年12月20日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年９月21日から平成23年12月20日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年９月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年12月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,629,062 2,574,700

受取手形及び売掛金 4,779,257 6,447,336

商品及び製品 1,561,263 1,567,450

仕掛品 222,234 390,655

原材料及び貯蔵品 1,248,339 1,181,933

繰延税金資産 200,381 120,246

その他 84,584 71,136

貸倒引当金 △12,601 △11,544

流動資産合計 10,712,523 12,341,916

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,168,314 3,184,315

減価償却累計額 △2,070,386 △2,091,394

建物及び構築物（純額） 1,097,927 1,092,921

機械装置及び運搬具 2,315,697 2,315,753

減価償却累計額 △1,949,844 △1,976,932

機械装置及び運搬具（純額） 365,853 338,820

土地 1,546,710 1,546,710

建設仮勘定 124,780 155,671

その他 963,389 1,002,797

減価償却累計額 △862,265 △881,371

その他（純額） 101,124 121,426

有形固定資産合計 3,236,397 3,255,550

無形固定資産

のれん 264,619 245,886

ソフトウエア 46,674 291,786

ソフトウエア仮勘定 219,520 －

その他 21,102 20,685

無形固定資産合計 551,917 558,358

投資その他の資産

投資有価証券 321,786 320,120

繰延税金資産 372,425 326,633

その他 186,317 186,710

貸倒引当金 △28,508 △28,253

投資その他の資産合計 852,020 805,211

固定資産合計 4,640,334 4,619,120

資産合計 15,352,858 16,961,036
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年９月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年12月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,873,225 3,342,181

短期借入金 － 900,000

未払金 566,368 585,602

未払法人税等 148,120 261,127

賞与引当金 300,549 127,497

設備関係支払手形 124,121 68,096

その他 100,271 207,767

流動負債合計 4,112,656 5,492,274

固定負債

繰延税金負債 46,046 35,771

役員退職慰労引当金 622,166 624,611

退職給付引当金 223,265 230,769

その他 1,019 951

固定負債合計 892,496 892,102

負債合計 5,005,152 6,384,377

純資産の部

株主資本

資本金 1,035,567 1,035,567

資本剰余金 995,195 995,195

利益剰余金 8,326,741 8,557,370

自己株式 △162 △162

株主資本合計 10,357,340 10,587,970

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △9,635 △11,311

その他の包括利益累計額合計 △9,635 △11,311

純資産合計 10,347,705 10,576,659

負債純資産合計 15,352,858 16,961,036
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年９月21日
　至　平成23年12月20日)

売上高 4,762,567

売上原価 2,913,137

売上総利益 1,849,430

販売費及び一般管理費 1,143,354

営業利益 706,075

営業外収益

受取利息 1,320

受取配当金 1,010

為替差益 3,833

受取保険料 2,857

その他 1,298

営業外収益合計 10,321

営業外費用

支払利息 376

減価償却費 488

営業外費用合計 865

経常利益 715,532

特別損失

固定資産売却損 16

固定資産除却損 45

投資有価証券売却損 30

特別損失合計 92

税金等調整前四半期純利益 715,439

法人税、住民税及び事業税 256,733

法人税等調整額 115,316

法人税等合計 372,049

少数株主損益調整前四半期純利益 343,390

四半期純利益 343,390
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年９月21日
　至　平成23年12月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益 343,390

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,676

その他の包括利益合計 △1,676

四半期包括利益 341,714

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 341,714
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

連結の範囲の重要な変更

　当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したMAEDA KOSEN VIETNAM CO.,LTD.を連結の範囲に含めております。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等による影響）

  「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下

げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の40.43％から、平成24年９月21日に開始する連結会計年度から平成26年９月21日に開始する連結

会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.75％に、平成27年９月21日に開始する連結会計年度以降に解消が見

込まれる一時差異については35.38％となります。この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控

除した金額）は44,227千円減少し、法人税等調整額は43,343千円増加しております。　

　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間

（自　平成23年９月21日

　　至　平成23年12月20日）

減価償却費　　　　　　　　　　　89,888千円

のれんの償却額　　　　　　　　　18,732千円

　 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年９月21日　至　平成23年12月20日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月25日

取締役会
普通株式 112,760 22.50平成23年９月20日平成23年12月19日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年９月21日　至　平成23年12月20日）

　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

環境資材
事業

テクニカル

サービス事業
計

売上高  　 　     

外部顧客への売上高 4,379,740169,9444,549,684212,8824,762,567 － 4,762,567

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,103 16 3,119 50,68053,800△53,800 －

計 4,382,843169,9604,552,804263,5634,816,368△53,8004,762,567

セグメント利益 773,92934,841808,77030,138838,909△132,833706,075

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不織布事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益の調整額△132,833千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。な

お、全社費用は、主に当社の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年９月21日
至　平成23年12月20日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 68円52銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 343,390

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 343,390

普通株式の期中平均株式数（株） 5,011,591

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 68円37銭

（算定上の基礎） 　

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 11,256

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

　当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間終了後四半期報告書提出日までの配当については、『第

４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（株主資本等関係）』に記載のとおりであります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

 平成24年２月２日

前田工繊株式会社  

取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川﨑　洋文　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中田　明　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている前田工繊株式会社

の平成23年９月21日から平成24年９月20日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年９月21日から平成

23年12月20日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年９月21日から平成23年12月20日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、前田工繊株式会社及び連結子会社の平成23年12月20日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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